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経済 論叢(京 都大学)築 上64巻第3号,1999年9月

情 報 経 済 学 の 可 能 性
一 情報革命が変える経済システムー

吉 田 和 男

1情 報化の流れと経済の変化

「高度情報化社会 の到来」 とい う言葉はすでに二十年ほ ど前か ら聞かされて

いた。 しか しなが ら,か つて の情報化 に関す る議論では高度情報化社 会の内容

は明確 で な く,「 光 フ ァイバーが た くさん売れ る」 とか 「電話代が安 くなる」

とい った程度 の話 であ った。 ところが,.1990年 代 に なって アメ リカでの イ ン

ター ネ ットな どの広大 な情報通信 ネ ットワークの構築,新 しい ソフ トウエ アの

開発 による情報 通信 の容易 な利用が急速 に進み,個 人の生活だ けでな く,経 済

.の仕 組み,ビ ジネスの方法 におい て も大 きな変化 を生み出 して きた。 これに

よってよ うや く高度情報 化社 会の姿が 見えるよ うにな.って きた。.

こ の様 な変化 はこれ までの産業情報 のあ り方 を一変 し,18世 紀 イギ リ.スにお

ける産業革命 に匹敵す る大 きな変化 が引 き起 こされ る ことになる。現在の進展

が どこまで進 むか はこれか らの課題 であ るが,い わ ゆる 「情報産業」だ けで な

く全 て の産業 において形態 その ものに も大 きな変化 が引 き起 こされてい る。

1970年 代 か ら始 ま ったLSIの 開発 な ど半導体技術 の発 展 によ り,高 速情報処

理,メ モ リーの巨大化,デ バ イスの廉 価化が急 速 に進み,近 年で は,パ ソコ ン

は毎年ではな く,月.単 位 のモデル ・チェ ンジが行われ る様 にな っている。 こう

い つたハー ドウェアの発展 だけで な く,デ ジタル信.号処理技術 の発展,ソ フ ト

ウエ アの発展 な どによって大 量の情報 を短時 間の内 に通信 す るこ とが可能 に

なってい る。 これ に伴 って,こ れまで は考 えられ なか った ような分野 に まで情
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報化が拡大 してい る。 ともか く,新 しい技術 が地理学 的条件 を無意味 に し,即

時に大量情報 の交換 を可能 にした。

か つてはTSS(タ イ ム ・シェア リ ング ・システム).に よる コ ンピュー タ利

用が主流 になると信 じられていた。すなわち,巨 大 コ ンピ ュー タを中心 に置 き,

・方所 に情報 を集 中して
,処 理する ことが情報処理 コス トを低下 させ,利 用範

囲を拡大 させ ることに通 じて高 度情報化杜.会になる ものと理解 されていた。

しか しなが ら,現 実は全 く異 なった方 向に進 んだ。 コ ンピュー タはダウ.ンサ

.イ ジング化 され,パ ー ソナルユー.スになる。 しか も,こ れめ能力はかつての大

型 コンピュー タを超え るものになってい る。 そ して,コ ン ピュー タの使 い方が

大 き く変 わ って きた。か つて はTSSに 加 え,何 で も知 って い る巨 大な デー

タ ・ベースを中心 としたカ リバ ー型 ネ ッ トワニクが将来を支配す るとい う観測

が行 われていた。 コンピュー タ問の通信 によってお互いに情報 を交換 して,..お

互 いの小 規模 のデー タベースを相互利用す ることで巨大 な情報 を人.手で きるよ

うにな った。 この結果,ネ ッ ト・ワーク全体 が巨大な頭脳 にな っている。.すな

わち,電 子 メー ルな どによって ネ ッ トワー クが構築 され るこ とで,ネ ッ ト・

ワー ク参加者 は,「 情 報 を共有す る」 ことになった ので ある。 しか も,プ ロテ

ク トをか けれるた めに,特 定の者 との間で クロー ズ ドなメ ンバ ーに限 った情報

交流 を行 うことがで き,任 意の メンバーによ るネ ットワー クを作 ること}ヒなる。.

これ を活用すれば,情 報の売買 とい うマーケ ットを構築す るこ ともよ り容易に

なってい る。

コ ンビ.ユー タは,情 報 を蓄積 し,高 速で検索 を行い,情 報 を思 うように加工

で き る。 これが 通 信 と結 び付 いた こ とが 大 革命 となっ たの で あ る。LAN

(ロー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク.)やWAN(ワ イ ド・エ リア ・.ネッ トワー

ク)が3ン ピュ一 夕相互 間を結 び付 け,さ らには公衆通信網 を通 じて,世 界の

コ ンピュー タと結 び付 き全体 として巨大 な 「頭脳」 にな った ことが情 報通信 の

革命 を生んだのである。す なわ ち,他 人の知識 も情報 も自分の もの と同 じよ う

に使 うことがで き,こ の膨大 な知識や蓄積の上 に創造性を発揮 す ることがで き
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る社 会 とな った。...

コ ン ピュー タと電気 通信が結 びつ くことによって生 まれ た情報通信 革命 は

1970年 代 に始 まる電気通信産業 の規制緩.和によ り推進され ることとな った。ま

ず は大 きな変化 がア メリカで起 こるこ とになる"。 アメ リカに おい ても通信 の

規 制 を行 う必要 性 か らAT&Tの 独 占が認 め られて いた。 これ に対 して,

1969年 にMCIが 電 気通信業へ参入す ることが認 められ,1975年 に 同社 の長 距

離通信 への参 入が認 め られ た。 そ して,ア メ.リカの電気通信事業の画期的な転

換 となる1984年 のAT&Tの 分 割 な どを経 て規制緩和が 推進 され るこ とにな

る。電気通信事業 の 自由化 と半導体 ・コ ンピュー タの発展は相 まって電気通信

事 業は画期的な転換 を迎え ることにな る。新 た に参入 した電気通信 会社 やAT

&Tの 分 割で 生 まれた 多数 の電気 通信 会社 の競 争 に よって新 たな電 気通信

サー ビスを生 み出 し,サ ー ビス価格 の引 き下げ を行 ったのであ った。

これ はまた,戦 後の米 ソ対立 によって生 まれた冷戦の中,Cキ ューブ ド1シ

ス テムを完成 させ た事 とも関連す る。大統領が 世界中で展開す るアメリカ軍を

戦略的 に動かすために,衛 星通信,偵 察衛星 などを結 びつ けて 「通信,.指 令,

制御,情 報」 とい った要素 に関 して,世 界 中で膨大なデー タの交換がで きるよ

うにな る。戦 略的な軍事行動 を行 う一ヒで必要 となる機能を 「通信革命」によ っ

て生 まれた技術 を最:大限に生かす ことになる。 これは地球の裏側で戦略を実行

で きるための通信 システムで あった。す なわ ち,ア メ リカ大統領は核戦争のボ

タ ンを留保 しなが ら,地 球 の どこで も巨大 な軍隊 を動かす ことが可能になる シ

ステムを構築 しようとしたので あ った。

こうい つた背景の下,1987年 に全米 を通信 ネ ッ トワー クで結ぶ ゴア構 想が打

ち出 され る%1991年 に高性能 コンピュー ティング法が成 立す る。 このために,

研 究 ・教 育用 コンピュー タ ・ネ ッ トワークが構築 され る。1992年 に クリン トン

Dア メリ畑)電 気通信の自由化に関する歴史については宮崎[1999]を 参照。

2)ア メリカの情報革命に関しては公文[1994j,Leebaert,D.(ed.)[1998],篠 崎[1999],夏 目

[1999],Sec祀taria【onElectronicCommerce[1998][1999],Shapiro&Van..[1998]な ど

を参照。
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=ゴ ア政権ゐ誕生 とともに,デ ジ タル化 に関 して幅広い情報通信 の合意が生ま

れ る。

さ らに,通 信 の ため の ソフ トウエ アの開発が進む こ とにな る。IBMの 巨 大

なOSGUNに 対 して,AT&Tの ベ ル研究所が オープ ンソースのOSの 先駆

け としてUNIXを 開 発す る。 これ は通 信機能 を重視 したサーバーのOSと し

て普及 し,ま たマ イクロソフ トな どの ソフ ト会社 が急速 に通信 を重視 したパ ソ

コンのosの 開発 を進め る ことにな る。デ ジ タル化 は情報 を蓄積,加 工,圧

縮 な ど自.由自在 に操作で きることになる。そのために画像 などの巨大 な情報量

を必要 とす る通信 もこの ソフ トウエ アによ っ.て実現 が可 能になる。

以前 は コンピュー タは まさに 「電子計算機」 であ ったが,ダ ウ ンサイジ ング

によるパー ソナル ・コ ンピュー タは通信端末 としての機 能が生まれて くる。 こ

こに コンピュー タ ・.ネッ トワー クと して全 く新 しい情報処理 と通信 の融合が起

こる ことになる。

この技術革新 は産業 に大 きな変化を与えた。 この技術 革新 はまず1970年 代 の

金融 の改革 を引 き起す。短期市場で運営す る投 資信 託で高い利 回 りと流動性 を

同時 に実 現 したMMMFや 証 券 と金 融 の複 合商 品が生 み 出 された の もコ ン

ピュー タ技術 の発展 の賜であ った。証券会社 と銀行が専 用回線 で結 び付 け られ

るこ とで,一 般の金融 サー ビス を全 て利 用 で きる証券 口座であ るCMAが 生

まれ る。 これ らは金融革命 として金融の姿 を一変す ることになる。また,ベ ン

チ ャー ・ビジネス はコ ンピュー タ通信 によ って形成 されてい るNASDAQに

株 式が上場 され,こ こか ら資金調達 を行い,技 術革新の中心的な役割を果 たす

こ とになる%そ して,情 報通信革 命は産業全体 に影響 を与 え,後 で詳 しく述

べ るが これは企業 を改革 しただけで はな く,企 業間関係,取 引形態 自身に も大

きな変革 を生む ことになる。 この結果,一 つの経済が通信に よって一体 として.

運 用 され ることになる。

3)ア メリカの金融 革命に関 しては吉 田[1986]を 参照。
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11イ ン ターネ ットの登場

この よう}こコンピュー タと電気通信 の結 びつ き,衛 星通信,光 フ ァイバーに

よる高速広帯域通信網 の発展 は従来 の通信 の概念 をまった く変 える もの とな っ

た。 インターネ ッ トはこの様 な技術の発 達の中で 発足す ることになる。1969年

に 国防総省の高等研究 プロジェク ト機関(AdvancedResearchProjectAgency)

はARPANETの 開 発 を始 めた。.1980年 代 半 ば に はNSF(NationalScience

Foundation}の 支 援 によ り飛 躍的 に通信 ネッ トワークが拡 大 し,NSFネ ッ ト

を中心 にイ ンターネ ッ トの商用サー ビスが1990年 か ら始 まる こととなるQプ ロ

バイ ダーを軸 と して,ネ7ト ワ.一クとしての通信(こ れまで の通信 は2点 間の

通 信を行 うのに,幹 線通信線 に集約 して,接 続者 を交換 器で選択 する ことで可.

能 に していたのに対 し,こ のネ ッ トワークで は通信者が加入す るプロバイ ダー

間で接続す るネ ッ トワー クの中で通信信号が どこの回線 を利用す るか は特 定す

る必要が ない形で行われ る)が 可能になった。 これ によって高速通信が きわめ

て安価 に活用で きるよ うにな る。

そ して,音 声 だけで な く画像や デー タに関 して もその回線 を利 用 して通信 を

、、.行 う・とにな・・ その時 に は滝 話で 腱 こ らなか っ燗 題 として・.通信 の

贋 」の問題であ ・たrす なわち,回 線 と一定 の帯域 を確保 して・二つの端末

間の通信 を行 うこ とにな り,画 像や デー タな どの情報量 の多い通信 には広帯域

を割 り当てる ことに嫡 ・ しか し勧{ら ・ イ・ターネ ・トはプロバ イダ澗 で.

繋 が っているネ ッ トワークのいずれか を通 じて結 びつ くことにな り,し か も帯

域 を確保 せず に通信す る ことになる。従 って,イ ンター ネ ットの利用者 は どこ

か特定の 回線 を利 用す るわけで もな く,そ の時点で確保 された帯域を利用す る

こ とになる。 プロバ イダー問の ネッ トワー クは参加者が総 て利用で きる 「公共

財」 として機能す ることにな り,利 用者は プ白バ イダー と布料で契約 を結ぶ こ

とがで きるこ とか ら私 的財 となるとい った新 しい 「通信 サー ビス」 の出現 とな

る。
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この通信 ネ ッ トワー クの拡 大 に対応 して ,先 に述 べ たパ ソコ ンのosに 通

信機能 を充実 した ものが開発 された ことによって高度 な通信端末 として利用 で

きるよ うにな る.も と もと,コ ンピュー タのosは コンピュー タの機能 を ソ

フ トウエ アで制御 しよ うとい う考 えで あるが,こ れ に通信 機能を直接結 びつ け

るものであ った。ATTの 開 発 したUND⊆ は この コ ンピュー タ間 の通 信機能

を広 げる もので あったが,こ の考 えが拡 張 しパー ソナル コンピュー タの性能 の

向上 とともに高度 な通信機 能 を持つ ことになる。 マイ クロ ソフ ト社 の開発 した

ウイ ン ドウズはこの機 能 を普及させ る ことにな り,さ らにネ ッ トスケー プナ ビ

ゲーターやHOTJAVAな ど新 しい ソフ トの開発 によ り新 しい通信の世界を開

くことになる。 さらに,オ ー プンソー スを軸 とす る新.しいosと してLINUX

が力 を持 ち始 めている。 これ らの ソフ トの発達が急速な情報革命を促進 する こ

とが期待 され てい る㌔

しか も,高 機能パ ソコ ンの価格の低 ドが驚異的なためにネ ッ トワーク通信 の

普及 を進め ることにな る。 ウイ ン ドウズを動 かす コ ンピュータはそれ な りに高

価であ るが,イ ンターネ ットに接続 するだけの機 能に限れ ば現在で も数万円程

度で販売 されている。さ らにコ ンピュー タが な くともネ ッ トに直接乗れ る基本

的な端末の開発が進め られ るこ とになる。

そ して,イ ンターネ ッ トを直接活用 した インター ネ ットビジネスの動 きも始

まっている。 これ まで の受発注 は郵便,電 話な どで行 われて きたが ,こ れが イ

ンターネ ッ トに代わ りつつあ る。 インターネ.ッ トは通信機 能 として遙か に高い

機能 を持つだ けで なく,こ れに よって社 内外 のロ ジステ ィック もほ とん ど自動

的処理が行われ るようにな り,部 品調達,生 産,物 流,サ ービスを一体化 して

これ まで とまった く異 な った経済 システムを形成す ることにな る。

4)オ ー ブ ン ソ ー ス に よ るosで あ るLinUxは 情 報 通 信 を新 しい 世 界 に 導 こ う と して い る
。 脇

[1999]を 参 照 。 オ ー プ ン ソー ス ・ソ フ トウ エ ア は も と も とAT&Tの ベ ル研 究所Unixか ら

始 ま っ て い る 。 このLinuxだ け で な く,GNUシ ス テ ム な ど の新 しい 動 き は次 世 代 の情 報 通 信

の あ り方 と して 注 目 を.浴 び て い る。DiBon己,Ockman&Stone[1998]を 参 照 。 ま た,こ の発 想

か ら金.∫.[1999]は りナ ッ クス ・モ デ ル を社 会 モ デ ル と捉 えて い る。



}
情報経済学の可能性...(205)7.

後 で 詳 しく述べ るこ ととす るが,イ ンターネ ットはほぼ限界 的な通信費 をゼ

ロとして,一 般 の経済取引の ほ とん どを代替す ることになる。 これまで営業 マ

ンが顧 客 に説 明を行 い,注 文 を受 け,顧 客 にあ った製品の情報を工場 に届 け,

生 産,物 流の状 況を フォロー して顧客 に製品 を届 けるとい った ことに関する情

報処理 に大量 に投 入されている人々を排除 して,そ の情報処理をほ とん どすべ

て行 うこ とがで きる。 また,膨 大 なホームページを読み適切 な取引者 を探 し出

す ことが可能 となる。 これ らは省 力だけで な く,伝 達で きる情報量が巨大であ

るために,経 済 システムにおける情報量が 「量 」の 「質」へ の転換 を引 き起 こ

す ことになる。現 在の アメ リカのネ ットワー ク間の通信 を行 っている インター

』ネ
ッ トの業務 量な どは 日本 とは比較 にならない規模 になってい る。

m情 報革命が変える経済システム

情報革命が引き起こした変革は,そ れまでの 「企業経営のための情報技術の

活用」か ら 「情報技術を使うに適した経済システム」に変化することになる。

すなわち,コ ンピュータと電気通信の結びつきは資本主義経済に根本的な大 き

な影響を与えた6パ ソコンを要素とする電気通信によるネットワーキングによ

り,情 報を交換することで,個 々の要素が持っている情報に頼るのではなく,

ネットワーク全体で判断することになるパ ソコンが相互に情報を交換 して,

個々の要素.は 「情報共有」を実現することになる。

経済システムの中で,.重 要なものは生産システム,流 通システムなどである。

これは何をどの様に生産 して,ど の様に顧客に届けるかが大 きな問題になる。

これまでのシステムでは企業が リスクを持ちながら顧客の選好を予測して生産

を行い,そ れに対応 して多様な部品や素材の生産を発注してアセンブル工程に

結び付けることになる。また,ζ の生産計画と整合的な販売計画を作 り,さ ま

ざまな経営戦略を実行するためのアレンジを行 う機能を果たすのが経済システ

ムであった。すなわち,経 済 システムは消費者の情報を基 にどの様 に製品や

サービスを生産するかであるが,こ れを行 ってきた流通や下請けなどの経済シ
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ステ.ムを情報通信 ネ ットワークが代替す ることになる。

これ まで は,生 産 者側が持 ってい る技術 や商 品の情報 をマ ス コ ミで コマー

シャルを行 って消 費側.に伝達す ることで,情 報的 に優位 に立つ ことになる。 と

ころが,情 報革命 によって,消 費者 は生産者 にアクセスす ることで,消 費者が

選択す るこ とにな り,生 産者側の情報優位 は消滅す ることになる。国内の業者

だけで な く,外 国の業者 にもアクセスが可能にな って,そ の中か ら選択 ・交渉

す るこ とがで きるようになる。 これに よって真 の意味 の 「消 費者主権」 を確 立

す ることが可能 になる。

この様 にインター ネ ットの発達 は,こ れ まで の流通 を通 じての情報交換か ら

消費者 と生産者が直接情報交換す る ことが可能 にな り,経 済取引 を全 く新 しい

もの としてい る。イ ンター ネッ ト・ビジネスは消費者 ・生産者間,企 業 間な ど

その他 あ らゆ る経済主体者 間で,し か も企業 システムの内部 どお しと直接,情

報 を共有 して取 引を行 うことがで きることにな る。すなわち,世 界 的な広が り

の中で ネッ トワークが形成す る市場全体で取 引相 手を捜 し出 し,効 率的 な取引

を行 うことが可能 になる5,。

これ まで の経 済学 において は理念 的な意味で の市場 は 「オークシ ョネアー」

の存在が仮定 されて きた。 これは株式取 引所や商 品取引所 において現実 に行わ

れ てい る取引形態であ.る。 しか しなが ら,他 の商品やサー ビス に関 しては取引

形態 は大 き く違い,オ ー クシ ョネアーの存在が ないために,取 引者が限定的な.

情報 の範 囲内で,妥 協 を図 りなが ら.お互いの利益 を実現す るよ うな取引を行 う.

こ とになる。 このために,取 引書 は十分な情報を得てお らず ,不 確 実性 を含 む

ことか らこれ らの リスクを回避す るため企業を形成する ことになる。そ もそ も

企業 として組織 を作 るのは,個 人では取引の合理性 に限界 があるためによ り合

理的 な方法 を模索す るためであ る。流通 システム も消 費者 と生産者が直接通信

で きない ことによる妥協の情報交流のパイプで もあった。

5)イ ン ター ネ ッ トビ ジ ネ ス,Eビ ジ ネ スに 関 して はサ イ バ ー ビジ ネ ス研 究 会[1995] ,松 島 ・中

島 【1996],Cronin[1996],McKnight&Bailey[198],Siebd&House「1999]等 を 参 照 。
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個 入 が合理性 の追求 に限界があ るため に予め取引形態やルールを決 めてお き

関係者 を組織化す る ことで取 引費用 を引 き下 げ ることになる%こ れ は もっ と

合理的な取 引形態が存在 して も,一 定の所 で満足 して他 者 と協調す る ことで よ

り大 きな合理性 を追求す ることが現実的であ ることによ っている。大企業 に勤

める労働者 は組織 の中で 自ら選好 と無関係 に仕事 をする ことになる。 このため,

会 社が 自分 の給与や生活水準 とか け離れた金額 の経 済取 引を行 ってい て も何 の

疑 問 も感 じない ことになる。 さらに,企 業 や消 費者 も情報が不足 し,不 確実な

ところが ら流通業者が生産者 と消費者 との問に入 り,両 者 を 「組織」 して円滑

な経済活動 を行 うことにな る。また,企 業 間関係 におい て も長期的取引を行 う

ことで,取 引 を安定的に組織 化 して利益 を確保 しよ うとす る。

これ に対 して,イ ンター ネ7ト による取 引は極め て多数の取引者 と,一 般 に

は取引不可能 と見 られる ような遠 隔地で も取引可能 となる。.全ての情報 を共有

しなが ら,そ の中で一瞬 に して最適 な取引 の組み合わせ を作 ることになる。 さ

らに,取 引を標準化す る ことで容易 に結 びつ きを強 くす ることがで きるよ うに

な る。

インターネ ッ トで の検索 によ り,自 らに最 も適 した最 もコス トの低 い購入 を

行 うことが 可能 になる.。企業が部品や素材 を調達す るの も,撞 く簡単 にスペ ッ

ク,価 格 に関 して適切 な取引相手 を探 す ことがで きる。 これ まで のよ うな複雑

な流通経路や販売 ・調達 のための巨大な組織 は不 要になる。

これ は総べ ての人 々が世界の生産 システ ムの活用がで きる様 にな り,冷 戦終

焉後 の社会 主義国の資 本主義経 済へ の移行,ASEAN諸 国 のテ イクオ フな ど

によって生 まれた世界経 済の構造変 化を積極 的に活用す るこ とが可能 にな った。

す なわ ち,こ れ らの国々の世界市場 への参画 は先進各国 に産業調整 を強いる こ

とになるが,逆 に,こ れ らを取 り組 む ことで生産性の引 き上げ ることが可能に

な る。現実 に,ア メリカの企業が台湾で部品 を調達 し,マ レー シアの工場で生

6)企 業を形成する必要性は取引費用や外部性の内部化や取引の複雑性に求められている。C㎝5e

[1937],S㎞on[1981ユ などを参照。
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産を行 い,日 本 の.顧客 に販売す ることが 自社 の ごく近隣 の顧客 との取引 と同様

に実行す ることがで きることにな る。

さらに,顧 客が他 の企業 のCADに 入 って設計 か ら.生産まで実行す るこ.とも

可能になる。工場 も事務所 右持た ない企業が生 まれ ることになる。 こうなれば

消費者 と生産者 が.一体 となって組織化 されてい るの と同 じ状 況を作 る ことにな

る。個々の経済主体 が自らの最適化の条件 に従 って情報 を共有化 して経 済取引

を設計で きることになる。

これ まで 日本企業の商 品の評判 の良さの一つ は納期であ った。 日本企 業は企

業 内外 の情報 共有 を通 じて,生 産シス テムを制御 していた ことであ ったη。営.

業 が製造現場の情報を知 ってお り,製 造現場が営業 の状況 をよ く知 っていて必

要 に応 じて現場 レベ ルで最適な計 画を作れる ことが そ うさせ てい た。 しか しな

が ら,こ れ は会議や打ち合わせに よって実現されていた。情報技術 の.発達 は電.

子 ネ ッ トワー クによる 「情報の共有」に代 替 したのである。

この様 な システムで,受 注が行われ るとその製品の部品の調達 から,製 品の

製造,デ リバ リーまで全て を一瞬 に設定 して しまうことがで きる。 日本企業が

人力で行 っていた こと以上 のこ とを情報技術が行 って しま うことにな つだ ㌧

これ らの取 引が電子決済,電 子 マネーで決済され るこ とにな る%こ うなる

と通信 ネ ットワー ク自身が決 済機能 を持つ こ.とにな り,決 済の即時性が高 く,

しか も費用 を軽減 させ る。現金 の取 り扱い,そ のための資金の借 り入れな ど,

決 済 のた めの費用 は意外 に大 きな もので ある。 さ らに,.電 子的 に預金,貸 付を.

も行 うことが可能 にな り,こ れ まで銀行 にのみ認 め られていた銀行業務が ネ ッ.

トワー クで機能す るこ とになる。 この様 に,電 子 マネー ・電子決済 は従来の決

済手段 よ り遙か に利便性の高い もの にな る。特 に,遠 距離 間で の決済が容易 に

7)筆 者は口才型経営シ3テ ムの本質を 「情報の共有」と「協調」の仕組みと理解している,企 業

内の情程の共有に関しては吉田[19931,[1996]を 参照。
81最 も進んだシステムを開発したのがデル・コンピュータであり,設立からわずか10年強で世界

でも上位のコンピュータ会社に成長している。デルについてはDell&Fredma[1999]を 参照。

サプライチェーンの情報通信革命による再構築43Fine[1998]を 参照。

9)電 子マネー・電子決済については山田[1992]参 照。

i
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行えるのがその特徴であ り,国 際的な決済 もきわめて容易なものとなる。これ

までの煩わ しい海外送金などは全 く無意味なものになる。経済の性格を大きく

変えることになる。

このようにアメリカで発達 した高度情報通信ネットワークはそれまでの 「市

場」 を軸 とした経済システムを全面的に変えようとしている。それまでのアメ

リカ経済は多 くの指摘があるように,市 場での自由な参入を軸に,各 個人が自

らの能力を最大限に発揮で きるシステムであった。個人は特定の情報を入手す

る方法を自ら開発 し,情 報の独占によ.って自らの所得を高めようとした。.企業

は階層化 し,現 場の情報と環境の情報を入手して,そ れに適切な経営戦略を判

断 して行 くのがアメリカの経営の基本であった。これが情報通信システムの導

入によって大きな改革が起こったのである1%

企業組織内でも全ての情報へ自由にアクセスできるようになり,従 来,自 ら

の情報優位を維持するために情報を秘匿する傾向を生んでいたアメリカ型シス

テムは,結 果として 「情報共有型の日本型経営シズテム」に近づ くことになる。

しかも,会 議やア7タ ー5の ような非効率な方法でなく,ほ とんど費用がかか

らずに必要なときに必要な情報を入手できる。戦略的経営に強いアメリカ企業

と構成員の持つ情報を共有 して戦術的経営の強い日本企業の対比がこれまで議

論されてきた。 しか し,ア メリカ企業はネットワーク情報を専門家が活用する

ことで両者の強みを手に入れることになるb

さらにこの新 しいタイプのネット・ワークは極めて範囲の広い,開 放された

情報の共有化を実現 している。先に述べたような,エ クサレントカンパニーの

日本型経営システム的な変革もこのような情報技術革命が背景にある。日本型

経営システムが情報の共有と労働移動が小さいなどシステムの閉鎖性とが不可

婁

10)情 報革命が与える企 業経営,企 業文化へ の影響 について は今井[!995],高 木[1995],Nadler

[1998],Davis&Meiyer[19981を 参照.Drucker[1999]も 「情報が仕事 を変 える」 と論及 し

ているが,現 在起 こってい るIT革 命をデー タの処理 の進 歩と理解 して,「IT:C:導 で な く会計士

や出版入主導の本当の情報革 命が起 こる」 と規定 してい る。ただ この論 点 も現在起 こワているエ

レク トロ ・マーケ ッ トの議論か らは不十分であ る。
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分で あるのに対 して,自 由度の高い共有 システム となっている。

日本型経営 システムもいずれ にして もこの ような革命 的変化 を取 り入れた も

のに改革 して行か ざ るをえない。 また,情 報 のコス トが下 が り,企 業価 値 を

フェアーに評価す る本来 の資本市場が機能す るようになれば,横 並 び主義 によ

る過当競争 も低下す るこ とが期待 され よう。

Iv.情 報化がもたらす社会経済の標準化CALS

情報通信革命が進むにつれて新 しい経済取 引を行 うため の標準化 システムが

形成 され てい くn,。 電子 的なデー タ処理 が進 むにつれてそのデー タを交換 す る

ことで経済取引の手段 とす る こととなる。 これ はEDI(ElectronicDataInter-

change)と して,標 準 化す る ことに より,相 互 に電子化 された デー タの交換

が で きること とな った。 これ は1980年 代 のア メ リカで導 入 され.ANSIX.12

が 国 内標準 として確立す る。EUに おいて もUN/EDIFACTに よ る標準化が

進め られた。 日本で も電気通信 の自由化 に対応 して通信方式の標準 化が進み,

「EIAJ(ElectronicIndustriesAssociasionofJapan)標 準 」が 定 め られ る。

1990年 代 に入 ってEDIの 標 準化が進みつつあ る6

これが さ らに進 んだ形での電子取引 の標準化が アメ リカで進 め られ,GALS

とな って大規模 な標準化 とな る。 もともとは1985年 に アメ リカの国防省 におい

てComputerAidedLogisticSupportと して巨大 な軍隊におけ る兵站の部内 シ

ステム としてス ター トした。言 うまで もな く,ロ ジステ ィックスや.メ インテナ

ンスを効 率化す るた めの システムであ った。 これに資材調達が加わ り,納 入業

者が これに参加す る ことになって,民 間企業 の間に も広が って行 く。国 防省が

作 った標準 化が民 間経済 の標準化 の発展 につなが って行 くことになる。 この標

準化を取 り巻 く状 況に従 ってその概念,対 象が拡大 して行 った。 これは1988年

に はAcquisitionの 概 念が付 け加 え られ,Compute-aidedAcquisitionLogistic

11)CALS,EDIに つ い て は 末 松[19951,中 根[199白 】 を参 照 。 本 論 のCALSの 解 釈 は 末 松

[1995]に よ って い る 。
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Supportと な る。1993年 には冷戦の終了を受 けて防衛 産業 を中心 とした産業の

活 性 化 のた め に リエ ンジ ニ ア リ ングの 要 素 が取 り入 れ られ;Continuous

AcquisitionandLife-cycleSupportに.発 展 して行 く。 そ して,1994年 にEDI

と統 合 してCommerceAtLightSpeedと 当 初の意味か らは大 き く離れて産業

全般 にわたる標準化 の流れ として生 まれ変わ る。

この基本 はネ ッ トワーク通信 による即時情報伝達 とデー ターベースによる情

報 の共有化 である。 このため には,各 分野 にお ける徹底 的な標準 化が必要 にな

り,こ の標準化 を行 うこ とで,異 なった部 門,異 な った企業,異 な った分野で

も同時進行 で取 引を行 うことがで きることにな る。 この標準 化は部分 的に形成

された標準 化を組み合わせ,他 のシステムと標準化 と共 に,デ ー タの標準化が

求 め られ て い る。 標 準 化 へ の 合意 は一.・般 に容 易 な こ とで は ない が,特 に.

CALSに おいてはテLタ の標準化 を 目指す ことになる。

アメリカ連邦政府 のよ うな巨大 な需用者がい るところで,デ フ ァク ト ・ス タ

ンダー ドとして標準 化された ことが一種 の公共財 と して の役割 を果た して行 く

こ と にな る。 タ リン.ト ン政 権 の主 張す るNII(Nationallnformationlnfra一

きtru¢ure)は このよ うな新 しい デ ファク.トス タ ンダー ドを軸 に普及 して行 くこ

とになる。 ク リン トン政権は このために1997年 まで に政府部 内の電子化,調 達

を可能 な限 り電子化 してCALSの 普 及 を図 ったが,こ の理 由 として は,① 政

府調達 のコス ト削減,② 調達手続 きを簡略化す るこ とで 中小企業,女 性経営者

企業,マ イ ノリテ ィーの調達への参加を容易にする,③ アメ リカの競争力 を強

化す る,④ 情報化の 中での優位を維持する とい った ものがあげられている。

さ らに,CALSはEDTと 合 わせてEC(ElectronicCommerce)と 呼 ばれ る

ようにな り,電 子取引の標準化 を進め る方策 とな り,こ れが企業取引 の形態,

さ らに企業形態 その ものに変革 を与え ることになる。 リエ ンジニア リングが こ

の情報通 信 システ ムの 導入 に よって実行 可能 にな り,製 品のLife-cycleSup・

porを 行 うには欠かせない もの となった。 同時進行 的協 調 的な設計 を行 うCE

(ConcurrentEngineering)を 可 能 に し,製 造 工程 を コ ンピュー タで統 合 して
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生 産 を行 うCIM(ComputerIntegratedManufactuering)を さ らに強 化 す る

ことにな る'呂〕。迅速 な生 産 を 目指 すEmergingManufactueringを 実 現す るこ

とになる。 これ は電子取引の側面を有 し,各 種書類 を電子化 し,ミ スの減少,

処 理 の迅速化 を実現す る。

この結果,企 業内の統合のみな らず,企 業間の統 合が生まれお互 いに他 の部

門,他 の企業 を自 らの企業内 と同様の取引を行 うことが可能になる。 さらに業

務 の全 てをア ウ トソーシ ング して まった く企業の実体 を持 たな くて も事業が行

え,利 益 を生みだすVirtualCorporationを も生み出す ことにな る。

この様 なCALSやECは 企 業 間で の標準 化 を行 うこ とに より,新 しい形態

取 引の可能性 を生み 出す こ とにな り,企 業関係のあ り方その ものを変 えること

になる。

アメリカで のス タンダー ド改革の流れはデ フ ァク ト ・ス タンダー ドで あ り,

現 実 に業務 を行 って 「勝 った基準」 が支配 的に なって行 く。CALSだ けで な

く.,osの 標 準化,サ プ ライチ ェー ンの標準化 な どの流れは アメ リカの強 みを

作 ることになる。 さらに,新 しいパ ラダイムに よる標準 化概 念が出て くる と,

またそれが 「勝 てば」 ス タンダー ドとな る。 この様 な標準化 の流 れを作 る.原動

力 は情報通信革命 の効率的 な活用 によってい る。

Vア メリカでの企業改革の成功

このよ うな情報通信 ネ ッ トワー クを導入 した ことによ ってプ メ.リカ企業 の経

営 のあ り方 を大 きく変 えた。 アメ リカ企業は1970年 代 後半か ら継 続 していた長

期 の不 況か ら脱却す るた めに 「リス トラクチ ャ1」ング」 を行 って きた。これが

レー ガンが 大統領 とな り,規 制緩和が進む と共 に,企 業経営 は決定的な改 革を.

12)サ プラ イチェー ンの基 本にはCIMが あ るが,こ れ らが ネ ットワー クで結びつい たことが太 き.

な革命であ った。CIMに 関 して は藤本[1993],徳 永 ・杉 本編[1990]を 参照。 しか しなが ら,

これ らの書 籍においてはネ ット枠での結 びつ きは次世代の ものとの認 識で ある。 時代 の変化の早

さを示 している。新 しい企業の形態であ るバーチ ャル経営に関 しては今 井[1995],伊 藤[1996]

等を参照。

ー

ー
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求 め られ る。す なわ ち,レ ーガノ ミックスの ドル高政策か ら,す でに衰退 を余

儀 な くされていた製造業 は壊滅的 な打撃を受 ける。 ここで生まれたのが 「リエ

ンジニ ア リング運動」で あった。 アメ リカ経済での りエ ンジニ アリング革命 の

基本 には この情報通信革命があ る。 この リエ ンジニ アリングの考 えは従 来の経.

営 の根幹 を残 しなが ら合理化す るとい う リス トラクチ ャリングではな く,経 営

の根幹 か ら変 えて行 こ うとうす る運動であ った。

リエ ンジニア リングは企業組織 をオー プンな ネ ットワーク型組織へ の転換す

ることを主張 していた。すなわち,従 来型のホス トコンピュー タを中心 とす る

システムか ら小型 コ ンピュー タの ネ ットワー クへの移行 である。 このオープン

ネッ トワーク ・システムによって情報を統合化 し,全 体 の情報 を常 に活用す る

ことを手段 としていた。 さらに,イ ンター ネ ットによる通信 によって結 び付 け

られ る ことによるネ ッ トワー クの情報の共有を進めたのである。 これ は先 に述

べ たよ うな 日本型経営 システ ムの特徴 である情報 の共有 をコ ンピュータで実行

しよ うとす る ものであ る。 この結果,企 業 システム自身が情報技術 によって日

本型経 営 シス テムに近い もの とな る。企 業 の内部 ネ ッ トワー クを外 部 ネ ッ ト

ワークを接続す ることで,企 業間において も共通 の情報 を持つ ことになる。結

果 として,日 本の企業間関係 に近 い もの となる。

チ ャンピーな どが指摘 した アメリカのエクサ レン ト・カンパニーにお けるリ

エ ンジニア リングのポ イン トは,① 顧 客志 向,② 経営判断の実行の スピー ド,

③ 強力な リrダ ー シ ップ,④ 経営 理念 の徹底,⑤ 分権経営の実践,⑥ 事業分野

の絞 り込み,⑦ アウ トソー シング ・戦略 提携,⑧ フラ ッ トな組織重視,⑨ チー

ムワー ク,⑩ 創造性 ・多様性 の発揮,⑪ 人材育成 などであ る。 これ まで戦略的

には強いが戦術的には 日本企 業に劣 ることが指摘 されて きたが,こ の点を補完

す るような改革が行 われたのである。

この変化 は アメリカ企 業 のあ り方 自身 も変化 させ,「 企業文 化」 を も変 える

ことにな る。 チ ャ.ンピーの言 うように情 報の共有 は労使 のあ り方 を変 え,モ

テ ィベー シ ョンの改革 に全社 員的 な動 因をか けることになる。 そ して,「 水泳
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の練習な らともか く,マ ネージメ ン トにおいて"プ ー ルに突 き落 とす"や り方

は妥当ではな くな つ老いる。 浮き袋 を使 うのもダメであ る。それ は形 を変 えた

指揮 ・命令 にす ぎない。一番 良いや り方 は,明 快 な測定 基準 を示 す こ とであ

る」 と自発的協調を引 き出す ことを目的 としている。 この結果,多 くの企業で

「幅広 い,人 間的 な意味で満足 を与 える文化」,す なわ ち 「自主性 の文化」が

誕生 しつつ あるとい う。 この状況をチ ャンピーは 「第二 の経営革命」 と呼 んで

いるL㌔

このよ うに市場 中心の アメ リカ企業 も日本型経営 システムに近 いネ ッ トワー

.ク型 の経営 を採 り入れ るこ とで改革 を進め ることにな った。 しか も,ア メ リカ

で よ り電子 ネ ットワー クとして高度 な形態で行われてい るのが特 徴である。こ

の ように長期 にわた ったア メリカ経済 の困難 を脱す ることに,情 報通信技術 の

発展の果た した役割 は大 きい。 日本企業が長期 の不況 に悩む中,近 年の アメリ.

力企業 は空 前の活況を呈 してい るのには このよ うな情報革命の成果 を強力 に採

り入れた ことに もよってい よう。 これ まで は,ア メリカ企業が個人の能力 を最

大 に生か して戦略構築能力 に優 れ,日 本企業が戦術実行能力 に優れてい るとい

うのが対比で あった。 しか し,ア メ リカの企業 は情報革 命を背景 に した経営改

革 によって,戦 略実行 能力の 向上 を図 ってお り,こ れ がエ クサ レン トカ ンパ

ニーを生み,新 しい企業文化 を育て ることとなってい る1%

先 に述べた ように,ア メ リオ企業 は情報技 術 を活用 して 日本型経営 システム

の特徴であ る 「情 報共有」 のシステムを導入す ることがその中心的位 置にあ っ

た。す なわ ち,ア メ リカ企業 の基 本は競争 を軸 と した,利 潤極大 化の方法で

13)リ エ ンジ ニ ア リ ング 運 動 に 関 して はHammer&Champy[1995],Cha皿py[1995]を 参 照 。

日本 の 同様 の 企 業 改 革 に 関 す る紹介 は 平 田[19941を 参 照D

14)情 報 通 信 革命 を活 用 した 新 しい企 業 形態 に 関 して は 多 くの報 告 が あ るが,代 表 的 な もの と して

デ ル,レ ク ソー ル,シ ス コ シス テ ム ズ な ど に 関 す る も の が あ る 。 これ ら に 関 して は そ れ ぞ れ

D彫U邑Fredma[1999],松 亭[1997],本 荘 ・校 條[1999]を 参 照 。 ま た,新 しい.エ クサ レ ン ト

カ ン パ ニ ー,企 業文 化 に 関 す る レポー トはた くさ ん 出 て い る。 例 えば,GEの 経 営 改 革 は 大 きな

影 響 を 与 えた 。P&G,メ ル クな どに 関 してWat巳man[1994]を.参 照 。GEの 経 営 改 革 に関 し

て は 翫y&Sh・ ロ皿・・[1993]を 参 照 。J・mes&P・ π・・[1994]63こ の 様 なエ クサ レ ン トカ ンパ

ニ ー の企 業文 化 を ビジ ョナ リ一 方 ンパ ニ ー と呼 ん で い る。
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あ ったが,こ こで は分業の利益を活用 しよ うとする ものであ り,企 業 間だけで

な く,.企 業 内で もその構成員が競争す ることで活力を図 っていた。そのために

は情報 を独 占す る ことが優位 に立つ方法であ った。 これに,日 本型経営 システ

ムの特徴である 「情報共有」,「協調の体制」の導入 を情報革命で行 ったので ある。

しか も,過 去取引実績がな くとも優 れた商品であ り電子情報 の交換 で きる企

業 で あれば,直 ちに取 り引 きで きる ことになってい る点 も優 れ た点 であ る。

「情報 の共有化」 を情 報 ネ ッ トワー クで 図る と共に,「 開放 化」 もこれ を使 っ

て同時 に行 ってい るこ とが発展の秘訣であ った。

これ は 日本企業が得意 と してい る事業所内での労働 者間,下 請 け ・系列 を通

じる企業 間,行 政 を軸 とした産業内での双方情報交換によ り,相 手の知識 と情

報 を活用 し,「 自発的な協調」 を導 け る 「情 報共有」 に加 え,日 本企 業の欠点

で あ る 「閉鎖性」で な く 「開放性」を持 ってい ることが大 きく異 なる点で ある。

す なわち,ア メ リカ企業での経営改革は,従 来の ピラ ミッド型 の階層 的管理.

体 制か ら日本型経営 システムと同様の 「情報の共有」 と 「自発 的参加 による協

調」 を軸 とした ネ ットワーク型の経営 に移行 した ことによっていた。 ア.メリカ

で はそのネ ッ トワー クをコ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クによって実現 したので あ

る。 これは 「人力」 による 日本型経営 システム と比較 して迅 速性,確 実性,包

括性等 の点で優れ てい るのはい うまで もない。 日本型経 営シ ステムにない外部

に対す る.「開放性」 を持つ ネ ッ トワー クが さらに経 営の有効性 を高める もの と

な る。

アメリカで は,「 市 場原理」が経済 のいた る所で支配 してお り,透 明なデ ィ

ス クロー ジャーや ガバ ナ ンスの仕組みな どの 「市場の倫理」 を軸に経 済シ図テ

ムが構成 されて いる。 しか しなが ら,市 場は比較優位 を活用 する仕組 みで あ り,

極 めて効率が高 い ことは聞違いのない ところであるが必 ず しも万能で ないのは

い うまで もない。市場 の機能 に限界があ ることもまた多 くの経験 を して きたこ

とである。 これ は理論で示 され るように市場機能の高さが現 実の もの とならな

いのは,理 論で は完全競争の仮定.に加え,情 報の完全性 が仮 定されている とこ
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うに問題演あった。これまでこの情報の劣位を克服することはほとんど不可能

であったが,新 しい情報ネッ.トワーク技術を中心とした経済は,市 場の持つ欠

点を補いなが ら市場機能と補完的な関係におかれることにより,よ り高次の経

済システムを形成することになる。

これまで資本.主義経済の国々には,市 場経済の欠点を追い続けてきた。市場

をカバーするものとして政府の役割を重視 したのである。市場経済はいうまで

もなく,失 業などの不安定性を内蔵 してお り,こ れが生じる社会的諸問題のコ

ス トは計 り知れない ものであると認識されてきた。これに対 して,1980年 から

90年代は市場化の時代であった。共産主義諸国が崩壊 し市場経済へ移行 しただ

けでなく,そ れまでのヨーロッパにおける社会主義的政策やアメリカの市場原

理へのいわゆる 「反革命」の時代であった。これは,市 場の持つ効率性,フ 土

アネス,開 放性 というた極めて優れた点を追求するものであった。新 しい経済

の時代はこの現代資本主義経済の欠点を情報通信革命で補うことで 「原始資本

主義経済」 とも言 うべ き経済システムへ移行 している。とれを示 したところの

「新 しい産業革命」が始まろうとしている。

VI日 本 における情報化 はたして日本は追いつけるめか

日本 が情報化 に遅れた第一 の原因は情報技術の大 きな技術 革新 の流 れを産業

として組み立 てるのに遅れたためであ った。また,こ れが,日 本経 済が長期 の

不 況か ら立 ち直 れない原 因の一つであ る。 日本の場合,情 報 通信 分野 の遅 れは

電電公社が 電気通信分野 を独 占.していた ことに よっていた。1970年 代 に始 まっ

た大技術 革新 に対 して、 日.本で は昭和60年 に電電公 社が民営 化 してよ うや く情

報 化の道が 開か れた。 この独 占体制の下では1970年 代 か ら始ま ったアメ リカで

の情報 通信 革命 は無縁 の ことであ った。 これ はやがて行政改革の一貫 として,

「高度情報化社 会」へ の対応 のた めに,昭 和60年 に 電電公社の民営化が行 われ

た15)。しか しなが ら,そ の時 の国会答弁で も見 られ ていた ように,「 来 るべ ぎ

15)当 時,筆 者も大蔵省主計局の電電担当の主査をしており,この関係の作業に没頭させられた。/
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高度情報化社会」へφ対応であった。すなわち,そ の時はまだまだ将来の問題

であ り,先 に述べたように既にアメリカで10年 の先行があったことの認識は全

く.なかった。そして,「来るべき高度情報化」に対応す るため とい うスローガ

ンによって民営化 という政府の方針が定められた。

この経緯を振 り返ると,昭 和57年 に設置された第二次臨時行政調査会は三公

社の民営化を打ち出し,中 曽根改革の中核的政策として民営化が開始された。

三公社改革を軸とした中曽根行革の問題意識には,国 鉄が巨額の税金を金食い

虫であり,22兆 円というその巨額の債務を何 とか増加を防がねばならないとい

う財政上からの緊急の要請があった。このために国鉄の民営化が模索されてい

たが,電 電公社の民営化の場合は反対に何千億円もの納付金を納めており,.経

営の問題がないのになぜ民営化かというような議論があった。

これに対 して,電 電公社内には闇給与.事件の発覚や事業経営の自由度がない

とい う問題に加え,急 速な電気通信技術の高度化のために特に,30万 人を抱え

る電電公社としては極めて非効率な経営を余儀なくされる危惧があった。すな

わち,デ ジタル交換機め導入等によって相当部分の職員がいらなくなるという

問題に直面していた。こめためには,事 業の自由度を上げて電電公社の事業範

囲を拡大して雇用を維持するという必要が生 じていた。もちろん,全 電通(電

電職員の労働組合)は 公務員に準ずる身分を失うことから民営化に反対であっ

た。しかし,労 働条件に関する交渉の権利の自由,技 術の高度化に伴 う雇用の

確保などから国労 と異なり,絶 対反対ではな く条件闘争的な様相であった。さ

らに,電 電公社に関してはその巨大な受注のために電電 ファミリーと呼ばれた

関連企業群があった。これらの企業は民営化 によって既得権益を失 うために,

＼電電公社の監督官庁は郵政省であるが,も ともと逓信 院か ら分離 した電気通信省であ り,昭 和24

年 に公社 に移管す る際,国 会に提 出された法案 では技術的 な側面 ば郵政省,予 算 は大蔵省 とい う

監督の分'業が提案 されていた。 これに対 して,国 会 で二重 の監督 はおか しい とす る意見か ら郵政

省の監督 に一本化されたが,法 案 の成 立の経緯か ら両省で電電.公社 の監督 についての分業が了承

され,予 算 に関 しては大 蔵省が ・貢 して責任 を持つ こととなった。 当時 は電気通信は社会資本の

建設 と見 られ,こ の建設 のための資金調達 という側面が.極めて重要であ った。 この電電公杜の民

営化の経緯に関 しては吉 田[1997]を 参照。
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これらも政治的に電電民営化に対する抵抗 も強かった。 しか しながら,電 電公

社 自身が"INS"を 標語にして,既 に始まった情報化に遅れまいと動 き始める。

特に,中 曽根首相が民間からの起用した真藤総裁が電電公社職員の意識改革に

成功 し,民 営化に大きな進展となる。いずれにせよ日本の電気通信事業 も 「電

信電話」の時代か ら 「情報通信」の時代へようや く動き始めることになる。.

1970年代から始まった情報通信革命のアメリカに遅れること15年であった。た

だ,郵 政省は企業分割を主張 し,電 電公社は非分割を主張してお互いに譲 らな

かった。郵政省は分割 しなければ,ど の様な競争者が登場 しても事実上の競争

は行われず,民 営化の実はあげれないと主張する。もっとも,郵 政省 としても

電電公社 を分割 しないで民営化すれば,電 気通信政策は実質的に民営化後の

NTTが 独占力を使って決めることになってしまう。郵政省はそれまで,電 電

公社の監督官庁であったが,事 実上は何も出来なかったことの悲哀か らの脱却

が昆営化に託した悲願であった。電電公社はネットワークが分断化すれば,通

信分野における効率性,公 平性を確保できないと主張した。さらに,全 電通は

雇用問題から分割に反対の立場を示すことになる。これは競争の結果,雇 用が

減少することを恐れていた。その結果,民 営化法の付帯決議 として経営形態問

題は5年 後に見直す こととされた。

国家独占であった企業体を競争市場を前提としてどのような経営形態 とする

かといった問題は労働組合の問題 も含めて政治的に複雑なものとなる。そこで,

経営形態問題などの解決が遅れたこと,過 剰雇用を保持するNTTの 雇用責任

を守るために規制が続けられ民営化後の規制緩和は実行されたものの期待され

たほどのスピー ドでは進まなかった。経営形態問題も5年 がたった時点で,さ

らに5年 後に見直すこととして問題解決が先送 りされた。それに従って,再 び

検討されたが,決 着せず,よ うや く平成8年 に経営形態問題が 「持ち株会社方

式」による分割が決定し,こ れに伴って規制緩和が急速に進むことになった。

日本での情報通信の自由化が遅れたことによりハー ドとしてのシステムは発

達 したものの,ネ ットワークとしての発展は大幅に遅れることとなった。 日本
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の 場 合,巨 大な資 金で通信 ネ ットワークを張 り巡 らす ことは得意であ り,現 実

にその面での進展 は大 きい。 しか しなが ら,通 信料金は アメ リカの3倍 と言 わ

れ,情 報通信 に必 要な ソフ トの開発 はまった く遅れてい る。 この結果,使 われ

てい る通信量は数十分 の一 とか百分 の一 と言われてい る。 まだ まだ,情 報通信

革命 の入 り口に入 った状況 である。 さ らに.,ソ フ トの遅れ は深刻 とな り,ア メ

リカに対 して大 き く劣位 とな る。逆 に,こ の遅れぶ 日本型経営 シス テム.を温存

させ経営 システム,経 済 システ ムの改革 を遅 らせ る ことになる。 しか しなが ら,

急 速 な情報化社会への接 近は これ までの 円本社会 の全面的 な改革 を余儀 な くさ

せ ることとなる。 この変化 をどの ように企業 が採 り入れ て行 くかが 日本経済g・

将 来に とって極 めて重要 な課.題となってい る。

通信 の 自由化 とそのイ ンフラ建設の合意がで きたので あるか ら後 はそれ を利

用す るための ソフ トの開発や ビジネ.スへの活用 を行 うべ7チ ャー ・ビ.ジネスが

多数 出て くることで,日 本経 済に大 きな可能性が広が ることにな る。

.特 に,日 本人 の得意分野であ る並列 処理技術(現 在 のコンピュータ処理 はノ

イマ ン型 と言われ信号 を順次処理す る方法が採 られているが,信 号 を同時 に並

列 的 に処理す る ことで処理速度 を上げ,多 様で複雑な情報処理を可能にす る),

フ ァイン ・エ ンジニア リング(精 密技術 を活用す ることで高度な製品を作 る技

術),家 電化技術(高 度 な製品 を一般 家庭で使 いやす いよ うに作 り替 える技術),

な どが発揮 されれば,日 本 も一気 に世界の水準 に達す ることは可能になる。た

だ ここで もハー ドの話で ある。

問題 は使 う技術で あ り,工 場で作 る工業製品 よ りもそれを使 うための ソフ ト.

の 重要性 に関 して はまだ まだ認 識が薄い。「コ ンピュー タ,ソ フ トなけれ ば唯

の箱」 とい う概.念が定着 しなけれ ば ソフ トの発展はない。 これまで ソフ トは タ

ダとい う困 った慣 習があ り,人 のアイデアを盗む ことは犯罪でない とい う社会

通念があ ることに大 きな障害 がある。情報化社会 にとって必要な基本原理が十

分 に成立 していない ことが 日本 に とって越 えなければ ならない関門の一つ とな

る。
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情 報 ネッ トワー クの建 設 は重 要で あるが,CATV,無 線 な ど既 にあ る ネッ

トワ.一クの相互利用,自 由接続が重要であ り,さ らに通信 ソフ ト,通 信 の利用

ソフ トの開発が必要 になって くる。 これ らの多 くは大 企業 の分野で はな く,べ.

ンチ ャー ・ビジネスの分野であ るが,こ れ らを育 てる仕組みが弱い こ とが また

問題 となる。 また,そ のため に必 要な人材 の教育 も不十分であ り,京 都大学で

も平成10年 にや っと 「情報 学研 究科」がで き高度 な研究者,技 術者の本格的な

養成 もや っ と始 まったばか りであ る。専 門家 の間で は常識 にな ってお り,そ れ

が実施 され なければ 日本が大 きく遅れ るこ とが分か っていて も既得権問題の解

決や特 に社会一般で の理解が え られ なければ実施で きない。 日本は全ての人々

の合 意が とれない限 り何 もで きない とい う非常 にまずい 「民主主義」の社 会で

あ り,専 門家 が合意すればす ぐに実行で きるアメリカの民主主義 とは大 きな違

いにな る。

VII日 本型経営システムの改革

バ ブル崩壊後の長期不況の中で,日 本型経 営システムが多 くの局面で矛盾が

目立つ よ うになる。 ここで,日 本型経営 システムの見直 しが行われ ることにな

り,そ の軸 と して情報ネ ッ トワークの活用が注 目され ることになる。

先 に述べた ように,ア メ リカで情報技術が大 きな革新 をもた らしたのは』アメ

リカ企業の経営 システムを本質的に変 えることになったか らであ った。 アメ リ

カ経済は市場を軸に競争 によって生産性 を上 げることを行 って きた。 このため

に,企 業の内外 での取 引はスポ ッ ト的 な取引 とな り,日 本のよ うに取 引者が十

分に情報 交換 を行 って協力 を生み出 しなが ら生産性 を上げ,顧 客の必要 とす る

製品を生産す る という形 に対 し劣位 にあ った。 日本企 業は企業 内外で労使の協

調,企 業 間の協力 によって生産性 を.ヒげ,晶 質を確保す る ことが最近 までの 日

本企業 の有利 な点であ った。.

これ に対 して,ア メ リカ企業は この情報技術 を利用 して情報 ネ ッ トワー クを

構築 し,情 報 を共有化 し,生 産性 を上 げ,顧 客 ニーズに対応で きるシステムを
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構築 した。情報通信を利用 して世界的な広が りの中で,生 産を行うことが可能

になった。マレーシアで台湾の部品を使って生産し,そ れを東京で販売すると

いらた業務をアメリカの本社で完全に操作することが可能になったわけであう。

これにアメリカに得意の独創的な技術を結び付け,し か も戦略的な経営判阿を

行 って利益 をあげ ることを情報技術 によ って可 能に したので ある。

逆 に,日 本 における情報化の遅れの大 きな原 因は 日本型経営 システムの本質

で あ る 「情報 の共有」 を重要視す る体制その ものに問題 があった。す なわ ち,

電 子 ネ ットワークによる情報 シス テムは不要 となる。全 く,シ ステムがないと

ころ に新 たに導 入す る場合 には問題 を生 じないが,既 に同様 の システムが存在

す ると新 しい システムが発展 しない とい う問題が起 こる。 これまで,大 量 の会

議 資料 を作 り,そ のたあに稟議制度で ボ トムア ップの スタイルで情報 を集約化

し,経 営 を判断 して行 くシステムが ある ときには新 しい シス テムの導入は コス『

トア ップを引 き起 こすだけで あ り,既 にその業務 を行 ってい る職員の解雇 もで

きない。 また,そ れ を利 用.している トップ経営者 は新た にその操作や利用方法

に関 して勉強 しなければ ならない。 ところが,現 実 に長時 間の会議 を必要 と し

てい る状況で勉強す ることぼ事実上不 可能であ り,同 時 にそのよ うな負担 を行

うために犠牲 を払 うこ とはあ り得 ない。 この ような移行 のための費用 は巨額で

あ り,特 に,日 本 では以前 のシステムの方が効率的であ ることは導入 のイ ンセ

ンシティブをな くし移行期 間中は,二 重投 資 になるとすれば短期 的に費用がか

さむ ことか ら導入が遅 れるの も必然性が ある。 この ように,短 期 的に電子 的な

ネ ッ トワー クの導入は非効率 的であ り,費 用がかか ることととなる。 しか も現

実 にい る経営者,.職 員が新 システムを直 ちには使 えない となると導入はデ ィメ

リッ トにさえなる。

日本で は市場 における競争 とい う概念 は企業 による利潤追求 と理解 され,こ

れは 「人々は商品 としての労働 を管理されるζ とにな り,労 働 に喜 びの見つ け

れない疎外 を生 じる」 との信念 を持つ ことになる。そ して,こ れ らの問題 を解

決するために政府が活用 され ることとな った。 しか し,多 くの実験 の結果,政



勿(222)...第164巻 第3号

府は基本的に社 会制御す るほどの情報 を入手で きず問題 を解 決す る能力が ない

ことが次 第に明 らか になった。 ここか ら近年で は 「市場」 に戻 ろ うとい う 「反

革命」 の時代 となったので ある。そ して,ま た これ も成功 したか といえばそ う

でない。 しか.し,「 市場」 は 「政府」 よ りま しである ことは多 くの人の共通認

識 となった。.

こ こで,日 本型経営 システ ム.は政府 で も市場 で もない第三 の方法 と して極め

て優れ た側面 を持 っていた。すなわち,日 本型経営 システム構築 の模索 もこの

「市場原理」か らの離脱をいかに図るか とい う側面 を有 していた。 しか し,言

うまで もな く,こ れ も万能でな く,特 にバ ブル崩壊後多 くの問題点を露呈す る

こととなった。 日本 型経営 システムの持つ ア ドバ ンテー ジを残 しつ つ,改 革 し

.て 行 くことが求め られる ことになる。 しか し,こ れ を実行 す ることは極 めて難

しい ことになる。 いわ ゆる良いとこ取 りを しょうとして も,そ れ に矛盾があれ

ぼ,実 行で きないこ とになる。

このよ うな現在の 閉塞状況 にあ る日本経済 を救 う唯一 の手段 として情報化が

注 目され る ことになる。 日本型経 営 システムの見直 しの軸 として情報 ネ ッ ト

ワークの活用が注 目され ることになる。 日本型経営 システムの解決すべ き諸問

題 の中で も,も っとも緊急 に変 える必要 のあ る ところは,シ ス テムの開放化で

あ る。 日本型経営 システムは互助 的な組織で,し か もお互いに情報を持 ち合っ

て協 同で組織 化.して行 くことにあった。従 って,限 られた グループの中でのみ

有効 な組織 であ り,閉 鎖的 にならざ るをえない。 この システムの開放化,企 業

の内外 の開放 化が情報化社会 を構築す る一つの重要な要素 となる。すなわ ち,

.アメ リカで実現 したよ うなオー プ ンな システムの構築 が大 きな課題 となる。で

きる限 り情報 を公 開 して,よ り広い範囲 と共通の情報 を もって協 同的作業 を行

うことは可能で あろ う。 また,内 部情 報 を直 接,外 部 と交換で きるの は情 報

ネ ッ トワークの基本的な特 徴である。

このためには,日 本企業を支配す る多 くの不文律で不統一な情報 を定式化 し

て外部に も理解ので きる もの としてい くことが必要 になる。先 に述べた 日本型
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CALSが 求 め られ る ことに な る。 この よ うな作 業 を行 えば,不 安 定 で ア ド

ホ ックな判断が 中心 となってい るシステムの不合理性 を克服す ることがで きる。

しか し,企 業内 にお ける情報の共有 は非常 に微細 な ものまで含み,ま た柔軟性

を持 ってい るところがポ イン トであるが,こ れが外部 との統・一化 とな ると難 し

い問題 を持つ ことにな る。 とはい うものの何 らかの統一化が行なわれなければ,

前 進 はない。 まずはその様 な研究 をサ ポー トす ることが,求 め られ ることにあ

る。

労働市場が成立 していない 日本経済で は,一 方で過剰 で も,他 方で は不足す

ることは全 く普通 のこ ととなる。 ここで,過 剰労働力 を市場へ放 出すれば,人

材 の不足す る企業 はこれ を雇用す ることで ミスマ ッチの解消が実現す る。 しか

しなが ら,市 場 を通 じる方法が必 ず しも有効で ない こ とも明かであ る。 これは

ネ ッ トワーク間の交流 による広 いネ ットワー クを形成す ることを通 じて解決す

る以外 に方法がない。

まず,必 要 とされ るのは,雇 用,人 材 に関す る情報であ る。企 業内に余力 と

なってい る人材 な どにつ いての情報の一部 を公開す ることで,他 の新規企業や

新 しい分野 の進 出を試み る企業 に人材 を提供す ることが可能になる。 どのよ う

な人材 が過剰で,ど のよ うな人材が不足 してい るかの情 報は このネ ッ トワーク

間での交流 に必要 な ものであ る.こ のために,パ ソコ ンネ ッ トワークなどの通

信 ネ ットワークを開発す ることが求め られる。電子伝言板 と殆 ど同 じ構造です

むので あるか ら,企 業 ・人材 派遣 会社 ・VAN業 者 の組 み合 せでいか ようにも

作 る ことが可能 になろ う。

アメ リカで はいわゆ る人材派遣会社が100万 入 単位 の規 模で個 人の求職 企

業の求人情報をそれぞれの能力,キ ャリア,意 志の種類,レ ベル に関 して詳細

なデー タを蓄積 して交換 している。 これ によって,個.人 が よりよい職 を求めれ

ば直ちに紹介で き,企 業が人材 を求めればそれ に該当す る求職者 を探す こ とが

で きる。 これらはすべ て情報通信革命 による膨 大なデー タ処理 によってかつて

の市場 による ミスマ ッチ を解消す ることになる。
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また,日.本 の国際競争力の高さの背 景には工作機械 な どの イ ンテ リジェ ント

化が あった。 しか し,時 代はすで にネ ッ トワー ク化 に進 んで いる。す なわ ち,

CIM間 で ネ ットワー クの構築 を 目指す こと も重 要な こととなる。多 くの企 業

で採 用 されて い るFMSシ ス テムの コ ンピュー タ統御 を進め,そ れ をス タン

ダー ド化するこ とで各 システ ムを通信 で結び付 けCIMネ ッ トワークを構築す

る ことがで きる。 お互い の生産 システ ムを 自由 に自社 と同 じ条件で使 うこ とが

で きるよ うにすれば,よ り効率的 な生産が可能 にな る。景気変動が起 こって も

労働者 の移動 の小 さい 日本型経営 シス テムを維持 しなが ら余剰 生産力 を活用す

る ことは大 きな安定化 につ なが ることにな る。そ して,余 剰力生 産力が売買 さ

れる ことは資源 の効率配分 につ なが る。 また,一 定の条件で企業 間ネ ッ トワー

クに参画す るこ とが認 められ るとすれば,新 しく企業を起 こす 人は極 めて低い

価 格で しか も最高 の技術 を利用 して産業 に参入す ることが可 能になる。 これ は

資源の有効 活用 であ り,同 時に経済 にベ ンチ ャーな どのア ン トレプ レヌール

シ ップを導入す るこ ととな り,望 ましい 自由で活達 な経 済 システ ムを構築で き

る ことになる。

この ように,各 企業 の経営 はそれぞれの独 自の経営を維持 しなが ら緩 い結合

を広げ ることでよ り大 きなネ ッ トワークを形成す ることにな る。 これは閉塞状

況にあ る大企業に とって も,新 たな発展の可能性 を作 る。近年,分 社 化によっ

て企業経営の効率化 を図っているが,こ れ を仮想分社化 し..各 部門 ごとg関 係,

本 部 との関係を緩 くするこ とで,オ ープンなネ ッ トワー クへ と変革で きる。各

部分の経営の 自立性 を高 めることで,他 の部 門との 自律 的協 調を高め,市 場や

外部 ネ ッ トワー クへのアクセスを容易 に しオープンなもの とす ることがで きる。

ここで,ネ ットワー クの メタ ・ネ ッ トワーク(上 位 ネ ットワー ク〉 となる大企

業 自身 も独 自のネ ッ.トワーク としての機能 を持つ。す なわち,各 部分 は,緩 い

日本型経営 シ.ステムの性 質を持 ちなが ら,独 自の個性的 なネ ットワー クとする

こととな る。

この よ うに,情 報 や経営 資源の交流 を通 じて,企 業側で は新 しい異 質な情
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報 ・経営資源を手に入れることがで きれば,こ れを活用 しながら経営者の個性

によって運営 して行 くことが可能になる。 日本型経営システムで個性的な経営

が難 しいのは,経 営者の個性にあわせて情報や経営資源をチ ョイスできなかっ

たことによるg

日本経済の閉塞状況を打破 して行 くためにはこの情報化技術をいかに活用 し

て経済 システムの改革を行 うかにかかっているといえよう。それを続伸するた

めにはベンチャー ・ビジネスのような新しい経済の仕組みも求められる所であ

るD

情報化 と日本型経営システみは代替的であり」情報化の導入は即,日 本型経

営システムの改革を意味している。情報技術を生か した日本型経営システムを

いかに構築するかが今後の課題となるのは当然のこと.である。

VIII情 報経済学の可能性

アメ リカで は1970年 代 か ら既 に始 まった情報通信 革命 は経済 システムその も

のを変 えつつあ る。 アメリカにおいては電気通信が 自由化 され ると同時 に通信

機能 を持 った コンピュー タの発達が あった。 グローバ ルでの通信 ネ ットワー ク

は既 に冷戦の システム として軍 の中には構築 されていた。通販 システムが一般

的であ った ことがパ ソコ ンネ ッ トワー ク販売 に置 き換 わ り,イ ンターネ ッ ト・

ビジネスに変化 してい る。直接 金融 市場 が発達 してお り,こ れが軸 になって情

報 通信 と結 びつ き,金 融革 命 を引 き起 こ した。NASDAQも 情 報 通信 とベ ン

チ ャー ・ビジネスの発 達が結 びつ いた もので ある。多国籍企業が外国で生産す

る こと自身,ま った く普通 の ことで あったが,情 報通信 と結びつ き外国の生産

を含めたサ プライ ・チ ェー ンが構築 されてい る。 まさ に,既 にあ った経 済 シ.ス

テムに情報通信革命が組み合わ さることで新 しい システムに移行 したのである。

ところが,日 本 の経済 システムにはこの様 な情報革命を活用す る前提 になる

システムが存在 しない。む しろ,市 場原理では解 決で きなか った諸 問題 を日本

型経営 システムによって解決 しようとして きた。 これが市場 の不完全性 を情報
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通信で解決 しようとす る後 ほま った く違 った方向 とな った。そ して,今 日巨大

な格差が 日米間で生 じて しま った。 ここで 日本で も情報通信 技術 の導入によ り

新 しい 日本型経 営 システムの模索が必要 となる。

現在起 こってい る革命的 な変化 は,「 経 済 システムの効率 化の ために情報 通

信技術 を活用す る」 とい う段 階か ら 「情報通信技術が経済 システ ムを変え る」

とい う状況 に移行 してい る。 これ まで経済学 は現実 の経済 シ.ステ ムの変革を追

いか けて,そ のシステ ムの合理性 の解 明を行 って きた。 もち ろん,そ の作業を

行 う過程で,そ の システム改革 に指針 を与 え,改 革 を促進 して きた。今 日の情

報 通信分野 における技 術革新 のス ピー ドは著 しく,通 信 速度 はギ ガ ◎09)か

らテ ラ(10エ2)の 世 界 に移行す る。 コ ンピュー タは クロ ックの速度は ます ます

速 くな り,メ モ リー もメガか らギガへ と移行す る。量子 メモ リーやバ イオメモ

リー となれば計 り知れ ない容量 を持つ ことになる。 ネ ットワニ クの能力 は桁違

いに大 きくなる ことが予想 されてい る。 これが今進 みつつ ある産業革 命を促進

す ることに関 しては間違いが ない。ただ,そ れが何 を もた らすか はます ます未

知の ものにな りつつ ある。 ただ,技 術 はビジネスに結 びつ いて始 めて社会 に変

革を与え ることになる。 そ して,新 しい状 況 に対応 して経 済 システムは常 に変

革が求 め られ る ことにな る。 この新 しい状況 に対応 して,新 しい 「情 報経済

学」が構 築され,そ れが経 済システムの改革 に寄与す るような ものが 求め られ

ねば ならない。
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